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口 答書

2021年 10月 14日
北海道札幌市中央区北 4条西 12丁目l番 55号
ほくろうピル3階

認定特定非営利活r山法人消費者支援ネット北海道

理事長 イム`7k 三四彦 様

東京都品川区東品川 2丁目4番 ll号

日本航空株式会社

法務部長 山路 啓夫

冠省 貴法人からの令和3年 8月 31日付賀間書に対し以下の通りご回答申し上げます。

なお、回答に際じ期限にJ酋予をいただ営ましたこと御礼申し上げますD

1 『貿F司事項 1」 について

当社旅行積立契約約款 (以下「当社約款」といいます)第 9条第 1項については、お客

きまからの解除を不当に制限するとの意図はございませんが、積立の途中でお客きまから

任意に契約を解除することは預り金の禁止規定に (出資の受入れ、預り金及び金利等の取締

りに関する法律 (以下「出資法」といいます)第 2条)に抵触する可能性があるため、当社

約款第 5条 (クージングオフ制度)の場合を除いては一般的には認めていない商品設計と

なっております。そうであっても、当社約款第 8条 (契約の変更)に基づき、お客さまはい

つでも追加の負担なく旅行券の券面額を減額し分割払金のお支払いを中止し (あ るいは期

間を短縮して)旅行勢を引き取ることができます。

なお、償務不履行を理由とする解除 (民法第 541条)および履行不能を理由とする解除

(民法第 542条第 1項 1号)については債務者の責めに帰すべき事由を解.除要件として
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いないとのご指摘については、先般の改正民法 (2020年 4月施行)前の内容に沿つて規

定されていた条項が修正されずに残ってしまっていたものです。すなわち、改正民法施行前

は、債務者の資めに帰すべき事由を解除要件としておりましたことから (改正前の民法54

3条)、 当社約款第 9条第 1項は、当社の質めにl吊すべき事由により旅行券をお渡しできな

いという、声客さまから角率除可能な場合を民法の原則に合わせて規定しておりました。上記

のとおり、同条項は改正民法の施行に際して俸正されるぺ音ところ、修正されずに残ってし

まったものとなりますため、関連する当社約款の条項につき適切な文言に修正を検討いた

します。

ただし、旅行券のお引渡しができなくなった原因がお客さまの責めに帰すべ甘事由があ

る場合にまで解除を認める趣旨ではないことは付言させていただきます。(例えば、ど住所

の変更を当社に通知していないために旅行券の交付ができなかった場合など。)

2「質問事項 2」 について

当社約款 10条における「商事法定利率 (現行 二6%)」 との記載につきましては、先般

の民法改正に伴う法定利率の変更に対応がで尊ておりませんでしたD現行法に基づく利率

に該当箇所を修正することを検討致します□

3「質問事項3Jについて

当社とJAL旅行積立契約を締結されたお客きまは、当社発行の旅行券 (以下「本旅行弊」

といいます)の取得を望まれてお金を積み立てていただいているものです。そのため、お客

さまによる積立金の未払や延洲事により契約を解除させていただいたよ勝合においても、既に

積立が行われた金額に見合った本旅行券を取得されることは、全く新たな契約締結を擬制

するものではなく当初契約の意思にかなうものと考えております。したがつて、その旨を定

めた当社約款 10条 2項は、お客きまの利益を害する内容ではないと理角耶しておりますDま
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た、お客さまは旅行弊積立契約開始時や月々の積立の際に、マイレ…ジなどのサービスや特

典を得ておられ、それらについてお客さまが原状回復を行なうことの煩雑きや不利益を回

避できることからも、当社約款 10条 2項は合寝的な内容であると考えております。

加えまして、JAL旅行積立契約に基づく本旅行券の発行は、資金決済法に定められた前払

式支払手段であります。そのため、本旅行券の発行は、関東財務局への届出と金融幕機関との

発行保証金保全契約を締結したうえで適法に運営されておりますが、同法が出資法や銀行

法節との関係から原則金戯による払戻を禁止している運旨に鑑み、現金での払戻をなるべ

く実施しないことが、同法の趣旨に従つた商品設計となると理解しております。

草々
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